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この予算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。

◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

議会事務局 22-1170 経営課 42-1130 市民サービス課 22-1111

施設課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局

人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所

財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121

管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126

税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画課 22-1125 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137

　定住戦略室 22-1125 栗駒・鶯沢教育センター 45-2225

  くりはら田園鉄道公園 24-7961 教育部

22-1126 教育総務課 42-3511 高清水総合支所

市民協働課 22-1164 学校教育課 42-3512 市民サービス課 58-2111

社会教育課 42-3514 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

市民生活部 文化財保護課 42-3515

市民課 22-3211 一迫総合支所

環境課 22-3350 栗原文化会館 23-1234 市民サービス課 52-2111

52-3080 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山保健推進室 52-2130

　くりはら斎苑 22-4121 図書館 21-1403 一迫・花山教育センター 52-2115

　衛生センター 33-2301

福祉事務所 22-1340 消防本部 瀬峰総合支所

社会福祉課 22-1340 総務課 22-1191 市民サービス課 38-2111

　はげまし学園 22-1623 警防課 22-8510 瀬峰・高清水教育センター 38-2127

22-1350 予防課 22-1192

子育て支援課 22-2360 栗原消防署 22-8511 鶯沢総合支所

健康推進課 22-0370 　東分署 32-2621 市民サービス課 55-2111

　北分署 45-2109

農林振興部 　南出張所 59-2119 金成総合支所

農業政策課 22-1135 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

農林畜産課 22-1136 萩野出張所 44-2001

農村整備課 22-1138 会計課 22-1143

放射性廃棄物等対策室 22-1172 検査室 22-1160 志波姫総合支所

市民サービス課 25-3111

商工観光部 選挙管理委員会事務局 22-1122

産業戦略課 22-1220 花山総合支所

22-1151 監査委員事務局 42-1120 市民サービス課 56-2111

　細倉マインパーク 55-3215

ジオパーク推進室 24-8836 農業委員会事務局 42-1239

建設部

建設課 22-1152

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。

平成31年4月1日現在

市政情報課

　クリーンセンター

介護福祉課

田園観光課

：
：
：



　市民のみなさま、こんにちは。市長の千葉健司です。

　私も栗原市長として３年目となり折り返しの年を迎え、

また、５月には、「平成」から新しい元号へと引継がれる

時代の節目の年でもあります。

就任時からの、若者定住を目標とした教育・医療・雇用の３本柱、

１．地域を生かした産業の強化“「まちの元気」”

２．医療・福祉・子育て支援の充実“「市民の安心」”

３．教育・伝統文化の向上“「子どもの未来・大人のやすらぎ」”

を進めた結果、「田舎暮らしの本」、２０１９年版住みたい田舎ランキングにお

いて東北１位、全国９位という評価を受けるなど、ゆっくりではありますが、

確実に浸透していると実感しているところであります。

　平成３１年度予算は、地域の歴史や伝統文化を活用し、新旧の農商工の産

業がバランスよく共存する「田園文化共生都市」へのまちづくりを加速させ

るため、「産業の強化」、「医療・福祉・子育て支援の充実」、「教育・芸術文

化の向上」に重点的に配分しつつも、普通交付税の合併算定替えによる減額

により、さらに厳しくなる財政状況も考慮しながら、第２次総合計画に基づ

き編成しております。

　予算の仕組みや事業内容は、この「栗原市のお金の出所と使い道」をご覧

いただき、『市民が創る　くらしたい栗原』の実現に向けて、今後とも市民の

みなさまのご理解とご協力をお願い申し上げます。

平成３１年４月

は じ め に

栗原市長
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平成３１年度予算
当初予算

平成３０年度予算
当初予算

比　較 伸率（％）
全体の予算額
に占める割合

（％）

４３３億３，４００万円 ４４３億８，０００万円 △１０億４，６００万円 △ 2.4 53.1

２３７億５，６００万円 ２３７億１，８００万円 ３，８００万円 0.2 29.1

国民健康保険特別会計 （事業勘定 ） ８０億７，３００万円 ８１億　  ８００万円 △３，５００万円 △ 0.4 9.9

介 護 保 険 特 別 会 計 １０３億２，４００万円 ９９億１，２００万円 ４億１，２００万円 4.2 12.6

後期高齢者医療特別会計 ８億７，２００万円 ９億　  １００万円 △２，９００万円 △ 3.2 1.1

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ３４億２，２００万円 ３６億４，８００万円 △２億２，６００万円 △ 6.2 4.2

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 ２億６，４００万円 ２億６，９００万円 △５００万円 △ 1.9 0.3

合併処理浄化槽事業特別会計 ３億５，７００万円 ３億８，４００万円 △２，７００万円 △ 7.0 0.4

診 療 所 特 別 会 計 ４億　　１００万円 ４億５，４００万円 △５，３００万円 △ 11.7 0.5

工業団地整備事業特別会計 ４，３００万円 ４，２００万円 １００万円 2.4 0.1

水 道 事 業 会 計 ３８億５，５００万円 ３６億３，２００万円 ２億２，３００万円 6.1 4.7

病 院 事 業 会 計 １０６億６，６００万円 ９６億８，７００万円 ９億７，９００万円 10.1 13.1

８１６億１，１００万円 ８１４億１，７００万円 １億９，４００万円 0.2 100.0

※水道事業会計、病院事業会計は収益的支出および資本的支出の合計額を記載しています。

事業
会計

合　　　計

平成３１年度栗原市各種会計　予算総括表

会　　計　　区　　分

一 般 会 計

特 別 会 計

１．予算編成にあたって 
平成３１年度当初予算にあたっては、「市民が創る くらしたい栗原」の実現に

向けて、第２次栗原市総合計画、放射能対策プロジェクト及び栗原市まち・ひと・

しごと創生総合戦略に基づき組み立てております。 
予算編成に際しては、「産業の強化」、「医療・福祉・子育て支援の充実」、「教育・

芸術文化の向上」に重点配分し、かつ、合併特例措置期間が終了し５年間の段階的

縮減により普通交付税が減額となる厳しい財政状況も考慮し、市債や基金を計画的

かつ戦略的に活用し、積極的な取捨選択に努めながら必要な事業を厳選し、編成し

ております。

２．予算の概要
今年度の主な新規事業としては、若柳公民館の整備に伴う実施設計や築館・鶯沢

地区の放課後児童クラブの増築や建築、若柳地区幼保一体施設の整備に向けた敷地

測量・造成設計、地域交通対策として広域路線・市内連携路線の片道運賃１００円

化と市内全域における乗合デマンド交通の実施、不登校傾向にある児童・生徒への

初期対応や学校復帰までの居場所づくりのため関係機関と連携して支援を強化す

る「子どもの心のケアハウス事業」、飼養規模の拡大と収益力の向上を目指した大

規模養豚経営確立のため市内の養豚農家で設立された「みやぎ県北畜産クラスター

協議会」への助成、森林管理計画の策定に向けた私有林の所有者に対する意向調査

などを予算化しております。

また、市内への産婦人科医等の招聘を強力に推進するため、新たな取り組みとし

て、産婦人科及び小児科医療施設を開設しようとする医師等に対して助成する制度

を創設し、地域で安心して子どもを産み、育てる環境を整備してまいります。

以下、分野ごとに予算と具体的な事業内容についてご説明します。

－ 1－



 ◎一般会計歳入歳出の状況

　歳　　入

              

構成比 構成比 伸率

市 税 ７１億２，０４０万円 16.4% ７０億８,６８３万円 16.0% ３，３５７万円 0.5%

地 方 譲 与 税 ４億９，７００万円 1.2% ４億７,１００万円 1.1% ２，６００万円 5.5%

利 子 割 交 付 金 ４００万円 0.0% ６００万円 0.0% △２００万円 △33.3%

配 当 割 交 付 金 １,７００万円 0.0% １,０００万円 0.0% ７００万円 70.0%

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １００万円 0.0% １００万円 0.0% 0.0%

地 方 消 費 税 交 付 金 １２億１,０００万円 2.8% １２億６,０００万円 2.8% △５，０００万円 △4.0%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ６，３００万円 0.1% １億２,４００万円 0.3% △６，１００万円 △49.2%

環 境 性 能 割 交 付 金 ２，２００万円 0.1% 0.0% ２，２００万円 皆増

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ４８２万円 0.0% ５２８万円 0.0% △４６万円 △8.7%

地 方 特 例 交 付 金 ３,０００万円 0.1% ２,０００万円 0.0% １，０００万円 50.0%

地 方 交 付 税 １７９億１，５００万円 41.3% １７８億９,５５０万円 40.3% １，９５０万円 0.1%

普 通 交 付 税 １６６億１，４００万円 38.3% １６３億８,８００万円 36.9% ２億２，６００万円 1.4%

特 別 交 付 税 １３億　 　　　　円 3.0% １３億　 　　　　円 2.9% 0.0%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 １００万円 0.0% ２億   ７５０万円 0.5% △２億　　６５０万円 △99.5%

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ８７０万円 0.0% ９００万円 0.0% △３０万円 △3.3%

分 担 金 及 び 負 担 金 １億８，０７３万円 0.4% １億８,８１８万円 0.4% △７４５万円 △4.0%

使 用 料 及 び 手 数 料 ６億３，７５２万円 1.5% ６億４,５６６万円 1.5% △８１４万円 △1.3%

国 庫 支 出 金 ３２億７，２４０万円 7.6% ３２億２,６５３万円 7.3% ４，５８７万円 1.4%

県 支 出 金 ３４億１，５９１万円 7.9% ２３億５,７８８万円 5.3% １０億５，８０３万円 44.9%

財 産 収 入 １億１，９３５万円 0.3% １億１,０８０万円 0.3% ８５５万円 7.7%

寄 附 金 １，７００万円 0.0% 0.0% １，７００万円 皆増

繰 入 金 ４０億３，３９８万円 9.3% ５３億８,１６８万円 12.1% △１３億４，７７０万円 △25.0%

諸 収 入 １０億４，０８９万円 2.4% １０億５,５０６万円 2.4% △１，４１７万円 △1.3%

市 債 ３７億２，３３０万円 8.6% ４５億２,５６０万円 10.2% △８億　　２３０万円 △17.7%

４３３億３，４００万円 100.0% ４４３億８,０００万円 100.0% △１０億４，６００万円 △2.4%

　歳　　出（性質別）

              

構成比 構成比 伸率

人 件 費 ７８億７，７０８万円 18.2% ７８億２,２２６万円 17.6% ５，４８２万円 0.7%

物 件 費 ７３億２，８２１万円 16.9% ７１億１,２６７万円 16.0% ２億１，５５４万円 3.0%

維 持 補 修 費 ７億１，４９０万円 1.6% ７億１,３０５万円 1.6% １８５万円 0.3%

扶 助 費 ５２億４，８１４万円 12.1% ５３億   ８８０万円 12.0% △６，０６６万円 △1.1%

補 助 費 等 ５６億　　３８７万円 12.9% ５４億９,６５８万円 12.4% １億　　７２９万円 2.0%

普 通 建 設 事 業 費 ４６億３，９２３万円 10.7% ５０億１,７１８万円 11.3% △３億７，７９５万円 △7.5%

災 害 復 旧 事 業 費 ２,４００万円 0.1% ２,４００万円 0.1% 0.0%

公 債 費 ５３億３，６０２万円 12.3% ５４億９,９２１万円 12.4% △１億６，３１９万円 △3.0%

積 立 金 １１億１，７８５万円 2.6% １０億９,８５９万円 2.5% １，９２６万円 1.8%

投 資 及 び 出 資 金 ８億５，９９２万円 2.0% ７億９,７２９万円 1.8% ６，２６３万円 7.9%

貸 付 金 ４億７，３００万円 1.1% １４億４,０００万円 3.2% △９億６，７００万円 △67.2%

繰 出 金 ４０億３，８３５万円 9.3% ４０億     ３７万円 9.0% ３，７９８万円 0.9%

予 備 費 ７，３４３万円 0.2% ５,０００万円 0.1% ２，３４３万円 46.9%

４３３億３，４００万円 100.0% ４４３億８,０００万円 100.0% △１０億４，６００万円 △2.4%歳　　出　　合　　計

区　　　　　　分 平成３１年度当初予算 平成３０年度当初予算 比　　　　　　較

歳　　入　　合　　計

区　　　　　　分 平成３１年度当初予算 平成３０年度当初予算 比　　　　　　較
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市税

71億2,040万円

（16.4%）

分担金及び負担金

1億8,073万円

（0.4%）

使用料及び手数料

6億3,752万円

（1.5%）

繰入金

40億3,398万円

（9.3%）

諸収入

10億4,089万円

（2.4%）

寄附金

1,700万円

（0.0%）

地方譲与税

4億9,700万円

（1.2%）

国庫支出金

32億7,240万円

（7.6%）

県支出金

34億1,591万円

（7.9%）

市債

37億2,330万円

（8.6%）

その他

13億6,052万円

（3.1%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市   税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただくお金 

繰  入  金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金 
諸  収  入－他の収入科目に当てはまらないお金（預金利子や貸付金元利収入など） 

使 用 料 及－公共施設を使用した時や住民票を取得した時などに支払っていただくお金 
び 手 数 料 

分 担 金 及－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など） 
び 負 担 金 

財 産 収 入－市が所有する財産を貸し付けしたり、売り払いをしたことにより生じるお金 

自主財源（市が自分の力で得られるお金です） 

 
地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（ 普通交付税、特別交付税など） 

普通交付税－地方交付税のひとつで、人口、面積、学校数など市町村の状況をもとに計算され、交付されるお金 

公債費（借金返済額）が一定の基準により、普通交付税として交付される場合もあります 

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金 

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など 
県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など 

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金 
（地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡  
所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金）  

地方譲与税－国税が一定の基準によって地方に譲与されるお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）  

利子割交付金 400 万円 

配当割交付金 1,700 万円 

株式等譲渡所得割交付金 100 万円 

地方消費税交付金 12 億 1,000 万円 

自動車取得税交付金 6,300 万円 

環境性能割交付金 2,200 万円 

ゴルフ場利用税交付金 482 万円 

地方特例交付金 3,000 万円 

交通安全対策特別交付金 870 万円 

依存財源（国や県の基準に基づいて得られるお金です）

※その他の内訳 

※ 

※ 

地方交付税

179億1,500万円

（41.3%）

歳入

（入るお金）
433億3,400万円

自主財源

131億4,987万円

（30.3%）

依存財源

301億8,413万円

（69.7%）

財産収入

1億1,935万円

（0.3%）

◎一般会計歳入の状況
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人件費

78億7,708万円

（18.2%）

扶助費

52億4,814万円

（12.1%）

公債費

53億3,602万円

（12.3%）

普通建設事業費

46億3,923万円

（10.7%）

災害復旧事業費

2,400万円

（0.1%）

物件費

73億2,821万円

（16.9%）

維持補修費

7億1,490万円

（1.6%）

繰出金

40億3,835万円

（9.3%）

その他

25億2,420万円

（5.9%）

投資的経費

46億6,323万円

（10.8%）

 

 

 

 

積立金 11 億 1,785 万円 

投資及び出資金 8 億 5,992 万円 

貸付金 4 億 7,300 万円 

予備費 7,343 万円 

 
物 件 費－賃金、旅費、委託料などの事務的経費 
繰 出 金－他の特別会計への繰出に要する経費 
補 助 費 等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費などの経費 
維 持 補 修 費－道路や公共施設などの効用を維持修繕するための経費 

そ  の  他－

（投資及び出資金）病院、水道事業会計へ出資する経費 

（貸 付 金）公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費 
（積 立 金）特定の目的のために設けられた基金などに積立する経費 

（予 備 費）不測の事態が起きた場合に備えておく経費 

その他の経費（義務的経費、投資的経費以外の経費です）

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに要する経費 
災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧するための経費  

投資的経費（道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です）

人 件 費－議員や職員などに支払われる給与などの経費 

扶 助 費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費 

公 債 費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費 

義務的経費（支出が義務付けられている経費です）

※その他の内訳 

補助費等

56億 387万円

（12.9%） 歳出

（使うお金）
433億3,400万円

義務的経費

184億6,124万円

（42.6%）

その他経費

202億 953万円

（46.6%）

◎一般会計歳出の状況
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◎一般会計歳出（目的別）の状況

総務費

55億4,901万円

（12.8%）

衛生費

50億1,505万円

（11.6%）

労働費

5,756万円

（0.1%）

商工費

20億9,769万円

（4.8%）

土木費

44億3,460万円

（10.2%）

消防費

15億1,472万円

（3.5%）

教育費

49億3,782万円

（11.4%）

災害復旧費

2,400万円

（0.1%）

公債費

53億3,602万円

（12.3%）

予備費

7,343万円

（0.2%）

 
議 会 費－議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費 
総 務 費－全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、戸籍及

び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に関する経費、

他の目的区分のいずれにも分別できない経費 
民 生 費－市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、生活保護

及び災害救助関係の経費 
衛 生 費－衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、し尿処

理費などの経費 

労 働 費－失業対策及び雇用の拡大などに要する経費 
農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、畜産振

興、林業振興及び水産業振興などの経費 

商 工 費－商工業振興や観光振興などの経費 

土 木 費－土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費 

消 防 費－災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費 

教 育 費－教育委員会、幼稚園、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費 

災 害 復 旧 費－災害によって被害を受けた公共施設を復旧するための経費 

公 債 費－市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費 

予 備 費－不測の事態が起きた場合に備えておく経費 

民生費

102億9,026万円

（23.7%）

議会費

3億 15万円

（0.7%）

農林水産業費

37億 369万円

（8.6%）

【一般会計予算】

（使うお金）

433億3,400万円
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収 入

市民税、固定資産税な
どの市税 １０．５万円  16% 

国や県から交付される
地方交付税や補助金な
ど

３８．８万円  61% 

公共施設などを建てる
際、複数年にわたって
国や銀行などから借り
るお金（市債）

５．５万円 9% 

施設使用料や手数料な
ど ２．９万円 5% 

基金などから繰り入れ
るお金 ５．９万円 9% 

合 計 ６３．６万円 100% 

支 出
職員の給料、手当など
の人件費 １１．６万円 18% 

市債の返済費用（公債
費） ７．８万円 12% 

道路や施設の整備等、
災害復旧費 ８．０万円 13% 

生活保護費、医療助成
費などの扶助費 ７．７万円 12% 

電気、水道料、事務用
品費 １０．８万円 17% 

下水道、病院、国民健

康保険など他会計への

繰出金 

７．２万円 11% 

各種団体への補助、火
災保険料など ８．２万円 13% 

中小企業向け融資やの
ぞみローンなど ０．７万円 1% 

基金の積み立てなど １．６万円 3% 

合 計 ６３．６万円 100% 

支出は、人件費が１８％、市債の返済が１２％、生活保護などの扶助費が１２％と義務的な

経費の占める割合が大きくなっています。また、道路などの公共施設整備に係る投資的経費は

減少し、電気、水道料などの公共施設維持管理に係る経費などは、ほぼ前年度と同水準で推移

しております。

収入のうち、自分たちの力で得た市税などの収入（自主財源）は、全体の３０％程度です。

地方交付税や国・県からの補助金等に依存している収入が７０％を占めています。

市の財政について、皆さんに身近な形で理解していただくため、市の予算を市民１人当
たりの金額で表しました。
市政運営の基本となる一般会計の平成３１年度当初予算４３３億３，４００万円を、

人口６万８，１１９人（平成３１年２月末日現在）で割った金額です。

 
 

一般会計平成３０年度末現在高見込 
２２９億２，３１６万円 

を市民１人当たりにした金額です 

 【１人当たりの貯金総額】 

３４万円  
 

一般会計平成３０年度末現在高見込 
４９１億８，７３７万円 

を市民１人当たりにした金額です 

 【１人当たりの借金総額】 

７２万円 
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◎普通交付税の合併算定替えと今後の見込み

普通交付税の合併算定替えと今後の見込み （図①） 

195億 195億 194億 191億 190億 188億 177億 170億 166億 164億 162億 162億 162億 162億 162億 162億 162億
前年比 0億 △1億 △3億 △1億 △2億 △11億 △7億 △4億 △2億 △2億
増減額

165億円

160億円

195億円

190億円

185億円

180億円

175億円

170億円

2021から一本算定

33
億

円

の

減

少

普通交付税については、平成２４年度では約１９５億円の交付となっていましたが、合併による特例

措置（合併した市町村数を基に交付される）期間が終了し、平成２８年度から段階的縮減が開始され、

縮減最終年の２０２１年には、ピーク時と比較すると約３３億円の減少となります。

（図①）

普通交付税：全国どこに住んでいても、一定水準の行政サービスが受けられるように必要となる財源

を国が地方へ交付する制度です。全国統一の基準で収入と支出を算定し、不足する金額

を「普通交付税」として国から交付されています。

※２

90% 70% 50% 30% 10%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
（H31）

※１．激変緩和

Ｈ１７からＨ２７まで合併特例期間 Ｈ２８から２０２０まで段階的に減額

※１．激変緩和：合併による特例措置期間（合併から１０年間）の終了後から、５年間（平成２８年度

から２０２０年まで）をかけて普通交付税の交付額を段階的に縮減していく制度。

普通交付税の急激な減少による行政サービスの低下を防ぐために導入されたもの。

※２．２０２１年以降の交付見込額は、算定の方法が明確でないことから同額と試算しています。
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

人口（3.31末人数） 81,464 80,526 79,427 78,337 77,340 76,202 75,296 74,467 73,355 72,234 71,222 70,059 68,946 68,119 68,119

市税 66.2 64.9 70.4 72.4 67.6 66.5 66.5 70.1 71.2 71.5 68.9 71.3 72.8 70.8 71.2

地方交付税 193.4 187.8 190.2 206.8 197.2 209.5 245.3 229.2 217.3 209.2 207.6 206.9 200.3 185.7 179.2

うち普通交付税 175.6 171.5 175.3 180.8 179.9 191.4 195.2 195.0 194.3 190.7 189.6 188.3 177.2 170.6 166.1

人件費 98.3 94.5 94.7 94.1 89.0 86.7 84.5 81.1 79.7 77.7 76.8 74.6 75.5 77.8 78.8

公債費 71.2 68.1 72.4 70.0 63.0 59.1 57.2 55.2 52.5 51.9 48.7 51.2 49.9 57.3 53.4

扶助費 25.0 25.4 28.5 29.7 31.1 40.0 44.7 45.1 46.1 48.8 48.9 53.1 51.6 52.1 52.5

財政調整基金 39.6 38.3 43.4 37.1 42.6 57.9 59.8 76.4 98.4 115.8 122.2 122.2 109.9 85.6 56.0

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

82,000

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0単位：億円
 

単位：人
 

地方交付税

うち普通交付税

人件費

公債費

市　税

扶助費

財政調整基金

◎財政状況の推移（平成１７年度～平成３１年度） 

歳入のうち、市税については横ばいとなっていますが、市の大きな財源である地方交付税が減少して

おり、市の貯金である財政調整基金も減っています。（図②） 
 市は、今後、さらに人口減少が予測されていることから、将来的に、市を支える財源が大きく増える

ことが難しい時代になり、お金の使い道について、より一層の選択が求められます。 
  

    

※Ｈ30、Ｈ31 の人口は、平成 31年 2 月末時点 

※Ｈ30、Ｈ31 は予算額   

人口と市税・地方交付税・財政調整基金 
及び義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の推移（図②） 

また、歳出の義務的経費のうち、人件費及び公債費は大きく減少していますが、特に扶助費につい

ては年々増加し、合併時の２倍以上となっています。

次のページから主な性質別の歳出について、合併後の推移を分析しています。なお、性質の分類に

当たっては、年度間の比較のため国の地方財政状況調査に準じて行っています。
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■図③　人件費及び職員数の推移

■図④　扶助費の推移
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　栗原市では合併後、新市の均衡ある発展を図るため、総合支所庁舎や道路、防災行政無線の

統合、幼保一体施設等の整備を進めてきました。

　近年の推移を見ると、平成２７年度に大規模な建設事業が集中したため、一時的に増加しました

が、その後は減少傾向となっています。（図⑤）

教
育
費

築
館
中
学
校
体
育
館
改
築

■図⑤　普通建設事業費の推移

農
水
費

国
営
か
ん
が
い
排
水
事
業
負
担
金

土
木
費

栗
原
中
央
大
橋

消
防
費

防
災
セ
ン
タ

消
防
庁
舎

教
育
費

金
成
小
中
一
貫
校

　
　
　
　
　
若
柳
中
学
校
校
舎
改
築

土
木
費

市
道
舗
装
修
繕

栗
駒
上
町
裏
住
宅
建
替

教
育
費

若
柳
中
学
校
プ

ル
改
築

総
務
費

く
り
は
ら
田
園
鉄
道
公
園
資
料
館

消
防
費

消
防
救
急
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
整
備

教
育
費

築
館
幼
稚
園

商
工
費

商
店
街
等
誘
客
施
設

山
の
駅

教
育
費

築
館
多
目
的
競
技
場

瀬
峰
幼
保
一
体
施
設

総
務
費

地
域
情
報
通
信
基
盤
整
備

光
フ

イ
バ

土
木
費

市
道
整
備
事
業

(

広
域
線

芦
の
口
上
原
線
等

5.9  
1.5  3.8  5.8  3.2  

11.9  
6.7  10.5  10.3  

5.3  
12.1  13.2  

6.4  
11.0  

3.7  

21.6  

49.3  

17.9  17.4  23.9  

21.7  

15.6  
13.7  12.0  

11.1  

9.1  9.8  

8.0  
9.4  

15.8  

20.2  

23.6  

21.9  15.7  
14.2  

20.9  

13.6  
14.6  

34.1  

22.7  
22.4  22.8  

21.3  
19.8  20.0  

21.0  

15.7  

4.4  
8.4  

22.3  

12.7  

16.1  

34.9  

29.1  

25.6  

37.6  

9.3  

15.9  
14.5  

3.0  

12.7  

11.7  

14.2  
8.3  

16.0  12.8  

11.9  

5.8  

5.0  

19.0  

19.2  

26.6  
25.2  22.3  

13.5  

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29  

総務費 農林水産業費 土木費 教育費 その他 （単位：億円） 

（見込） （見込） 

≪各年度の主な整備事業≫ 

（「その他」の内容・・・議会費、民生費、衛生費、労働費、商工費、消防費） 

（農水費） 

H30 H31

－ 10 －



総
務
費

子
育
て
支
援
情
報
等
Ｐ
Ｒ
事
業

H
29

H
31

民
生
費

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
土
曜
日
開
所

(

H
29

)

商
工
費

風
評
被
害
対
策
観
光
情
報
総
合
発
信
事
業

(

H
25

教
育
費

教
育
研
究
セ
ン
タ

設
置

H
25

総
務
費

市
民
バ
ス
中
高
生
片
道
運
賃
百
円

H
26

総
務
費

市
内
全
区
域
で
の
デ
マ
ン
ド
交
通
実
施

H
31

)

そ
の
他

栗
原
の
美
し
い
森
林
再
生
事
業

H
31

)

　
　
　
　
　
全
小
中
学
校
タ
ブ
レ

ト
授
業
開
始

(

H
28

)

　
　
　
　
　
全
幼
稚
園
で
三
年
保
育

給
食
提
供
実
施

(

H
28

)

民
生
費

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
市
内
全
地
区
で
実
施

(

H
19

)

教
育
費

小
学
校
英
語
教
育
導
入

H
19

)

商
工
費

栗
駒
山
交
通
渋
滞
対
策
事
業

H
22

教
育
費

全
小
中
学
校
完
全
給
食

Ｈ
18

総
務
費

高
濃
度
P
C
B
処
理

庁
舎
等
Ａ
Ｅ
Ｄ
更
新

総
務
費

市
民
バ
ス
運
行
開
始

総
務
費

プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
事
業

教
育
費

小
中
学
校
パ
ソ
コ
ン
更
新

民
生
費

東
日
本
大
震
災
対
応
経
費

H
23

H
24

　
　
　
　
　
　
・
災
害
廃
棄
物
処
理

　
　
　
　
　
　
・
避
難
所
設
置

　
　
　
　
　
　
・
被
災
住
宅
応
急
修
理

　
　
　
　
　
　
・
被
災
住
家
等
解
体
・
運
搬
処
理
　
ほ
か

≪各年度の主な事業（新たに始めた事業）≫  
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■図⑦　補助費の推移
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　　　・農林水産施設・・・農業用施設（ため池、水路、農道等）、農地、林道など

　　　・公共土木施設・・・市道、公園、公営住宅、河川など

　※災害復旧事業の区分は以下のとおりです。

　災害復旧のために支出した金額は以下のとおり推移しています。（図⑧）

　　　・その他公共施設・・・庁舎、学校、観光施設、文化財、社会教育施設など

（６）災害復旧事業費の推移・分析

　栗原市ではこれまで岩手・宮城内陸地震（平成２０年）や東日本大震災（平成２３年）、関東・東北

豪雨（平成２７年）など、度々地震や台風による大規模な災害に見舞われています。

■図⑧　災害復旧事業費の推移
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栗駒総合支所災害復旧 

志波姫小学校等学校施設災害復旧 
金成総合支所等庁舎災害復旧 
築館陸上競技場災害復旧  
築館出土文化財管理センター災害復旧 等 

栗駒中学校等学校施設災害復旧 
ハイルザーム、温湯山荘等災害復旧 
本庁舎議場等災害復旧 
くりはら交流プラザ災害復旧 等 

細倉マインパーク災害復旧 等 

0.4 

0.1 

0.5 

0.1 

0.7 

0.2 

0.5 
0.6 

0.3 
0.3 

0.4 
0.3 
1.0 
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（見込）（見込）
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

事　業　名 ページ

（１）美しい景観を守り、 道路整備事業(都市計画街路事業含む) 9億1,714 万円 17

　　　 　 豊かな自然と共生した多様な暮らしを 公営住宅建設事業 3億1,704 万円 17

　　　　　　　　　　　　満喫できる生活環境を形成します 地域交通対策事業 3億2,854 万円 17

住まいる栗原シェアリングタウン事業 9,488 万円 18

移住定住支援事業 5,308 万円 18

（２）豊かな心と文化を育み、 若柳公民館整備事業 4,145 万円 19

生涯を通じて学べるまちづくりを目指します 文化振興事業 2,345 万円 19

くりはら市民大学の開設 169 万円 19

民間建築物吹付けアスベスト含有調査除去
等助成事業

350 万円 20

自主防災組織活動支援事業 450 万円 20

災害から市民の生活を守る道路整備 5億4,743 万円 20

耐震診断・耐震改修工事促進助成事業 2,620 万円 20

（３）安全・安心なまちづくりを推進します 「栗原市防災の日」栗原市総合防災訓練 474 万円 21

防犯カメラ設置事業 440 万円 21

消防団装備充実強化事業 1,111 万円 21

交通安全施設及び防犯灯整備事業 1,280 万円 21

消費生活相談窓口設置事業 505 万円 21

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

事　業　名 ページ

若柳地区幼保一体施設整備事業 1,812 万円 22

すこやか子育て支援金支給事業 1,951 万円 22

小学校入学支援事業 333 万円 22

母子保健健康診査事業 6,120 万円 22

（１）結婚・出産・子育てが 任意予防接種事業 5,079 万円 23

　　　　　　　 安心してできる環境を目指します 特別保育事業(一時、延長、病後児) 3,095 万円 23

子育て応援医療費助成事業 2億5,540 万円 23

幼稚園預かり保育事業 1億1,545 万円 24

放課後健全育成事業
（放課後児童クラブの施設整備）

1億1,237 万円 24

放課後健全育成事業（放課後児童クラブ） 1億9,931 万円 24

学校ＩＣＴ環境推進事業 1億5,906 万円 25

語学指導を行う外国青年招致事業 3,570 万円 25

青空大使派遣事業 715 万円 25

幼稚園給食費補助制度 2,193 万円 25

全国学力トップクラスの秋田県に学ぶ教員
派遣事業

333 万円 26

学府くりはら教員等配置事業
(少人数学級推進事業)

6,046 万円 26

（３）人とつながり、支え合い、 子どもの心のケアハウス事業 1,677 万円 26

　　互いに高め合う子どもを育てる環境を目指します スクールバス運行事業 7億7,419 万円 26

学校施設トイレ改修事業 9,068 万円 26

事業費

一 般 会 計 ・ 事 業 別 予 算 一 覧

区　　　分 事業費

区　　　分

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します
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３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

事　業　名 ページ

風しん予防対策事業 1,194 万円 27

健康診査事業 2億835 万円 27

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります 障がい者地域生活支援事業 1億1,605 万円 27

いのちを守る総合対策事業 1億241 万円 28

（２）高齢者が生きがいを持ち、 おとなの居場所づくり事業 68 万円 28

              互いに支え合うまちを目指します 介護福祉士就職支援金助成事業 80 万円 28

介護人材確保・定着事業 348 万円 28

（３）市民が安心して暮らせるための地域医療を守ります 産婦人科小児科医院開設助成事業 28

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

事　業　名 ページ

環境保全型農業推進事業 27 万円 29

地域農業を担う営農支援事業 500 万円 29

栗原の美しい森林（もり）再生事業 2,100 万円 29

全国和牛能力共進会対策事業 50 万円 29

（１）持続可能な農林業の育成と 畜産クラスター事業 10億1,183 万円 29

               栗原ブランドの確立に取り組みます 県営ほ場整備事業等負担金 6,318 万円 30

林道整備事業 1億2,846 万円 30

くりはら和牛の郷づくり支援強化事業 2,000 万円 30

多面的機能支払交付金事業 3億9,833 万円 31

野生鳥獣対策事業 1,708 万円 31

６次産業推進事業 674 万円 31

大学等との連携による地域農業戦略事業 176 万円 31

小規模事業者経営改善資金融資（マル経融
資）利子補給補助事業

70 万円 32

企業立地投資奨励金 9億5,882 万円 32

（２）産業育成と企業誘致による産業拠点を形成します 企業立地促進奨励金 9,260 万円 32

移住・就業対策支援事業 600 万円 32

チャレンジショップキーパー支援事業 937 万円 32

ニュービジネスチャレンジ等支援事業 505 万円 32

観光地域づくり推進事業 532 万円 33

道の駅推進事業 869 万円 33

くりはら田園鉄道公園運営事業 2,595 万円 33

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、 栗駒山麓ジオパーク推進事業 4,814 万円 33

                                         栗原市を発信します 台湾との国際交流事業 749 万円 34

インバウンド等推進事業 1,398 万円 34

東京オリンピック事前キャンプ誘致等推進
事業

1,466 万円 34

新制度創設

事業費区　　　分

区　　　分 事業費
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

事　業　名 ページ

（１）美しい景観を守り、 道路整備事業(都市計画街路事業含む) 9億1,714 万円 17

　　　 　 豊かな自然と共生した多様な暮らしを 公営住宅建設事業 3億1,704 万円 17

　　　　　　　　　　　　満喫できる生活環境を形成します 地域交通対策事業 3億2,854 万円 17

事業費区　　　分

□拡 道路整備事業（都市計画街路事業含む） ９億１，７１４万円

（担当：建設課建設係、都市計画課都市計画係）

整備が進む片馬合萩荘線（金成地区）

《築館》照越中央線、栗原中央西線、

東沢二号線、横須賀上畑岡線、

一迫南線、駅前大通線

《若柳》川北花泉線

《若柳・志波姫》新山十文字線

《金成》片馬合萩荘線

《志波姫》御蔵線

財源 国の負担額 １億２，４８１万円

市の負担額 ７億９，２３３万円

（うち市債[借入金] ７億５，７３０万円）

市民の生活を支える基礎となる市道を整備し、安全で快適な道づくりを実施します。

５「市民がまちづくりを楽しめるまち」

事　業　名 ページ

（１）小さなコミュニティを大切にした地域づくりを推進します 地域おこし協力隊事業 6,991 万円 35

自治会活動事例発表会事業
輝け！おらいのまちづくり大賞発表会

243 万円 35

住民自治活動推進・活動助成事業 9,333 万円 35

（２）市民が自ら行うまちづくり活動を支援します 地域集会施設新築改築修繕事業 1億5,183 万円 36

（３）市民満足度を重視した効率的な 各証明書等コンビニ交付サービス事業 683 万円 36

                           行政サービスを行います 栗原市公共施設等総合管理計画の推進 389 万円 36

６　重点「放射能対策プロジェクト」

事　業　名 ページ

原子力災害健康不安対策事業 375 万円 37

放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち 放射性物質測定事業 374 万円 37

放射性物質吸収抑制対策事業 168 万円 37

７　特別会計・事業別予算一覧

事　業　名 ページ

介護予防・生活支援サービス事業 2億1,587 万円 38

地域包括ケアシステム構築事業 2億451 万円 38

水道施設整備事業 1億7,803 万円 38

石綿セメント管更新事業 1億1,000 万円 38

公共下水道未普及解消事業 5億2,281 万円 38

公共下水道事業 7,877 万円 39

合併処理浄化槽事業特別会計
合併処理浄化槽事業（市設置型・個人設置
型）

1億5,672 万円 39

下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計 排水設備設置工事費助成事業 157 万円 39

病院事業会計 医療機器整備事業 6億4,231 万円 39

区　　　分

事業費区　　　分

事業費

水道事業会計

下水道事業特別会計

介護保険特別会計

区　　　分

事業費

資料の見方 

平成３１年度予算の事業費です。

一般会計・事業別予算一覧 
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□拡 道路整備事業（都市計画街路事業含む） ９億１，７１４万円

（担当：建設課建設係、都市計画課都市計画係） 

１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（１）美しい景観を守り、豊かな自然と共生した多様な暮らしを満喫

できる生活環境を形成します ○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

□拡 地域交通対策事業 ３億２，８５４万円

（担当：市民協働課地域振興係）

平成３１年４月から、利用者の自宅から地区内の拠点を結ぶ「乗合デマンド交通」を市内

全域で運行します。なお、広域路線、市内連携路線のバスは、これまでどおり運行します。

※詳しくは「栗原市民バス時刻表」を確認ください。 

■広域路線・市内連携路線 ／ 片道１００円

■乗合デマンド交通  ／ 片道３００円

※乗合デマンド交通は事前登録が必要です

財源 県の負担額   １，１８５万円

市の負担額 ３億１，６６９万円

整備が進む片馬合萩荘線（金成地区）

《築館》照越中央線、栗原中央西線、

東沢二号線、横須賀上畑岡線、

一迫南線、駅前大通線

《若柳》川北花泉線

《若柳・志波姫》新山十文字線

《金成》片馬合萩荘線

《志波姫》御蔵線

財源 国の負担額 １億２，４８１万円

市の負担額 ７億９，２３３万円

（うち市債[借入金] ７億５，７３０万円）

公営住宅建設事業 ３億１，７０４万円

（担当：建築住宅課建築係）

安心して暮らせる居住・生活環境整備を

図るため、老朽化の著しい公営住宅の建替

えを行います。

建替 《高清水》市営中の茎住宅

市営五輪東住宅

建替を行う市営中の茎住宅（高清水地区）

財源 国の負担額 １億４，３２３万円

市の負担額 １億７，３８１万円

市民の生活を支える基礎となる市道を整備し、安全で快適な道づくりを実施します。
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」 
（１）美しい景観を守り、豊かな自然と共生した多様な暮らしを満喫 

できる生活環境を形成します ○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

住まいる栗原シェアリングタウン事業 ９，４８８万円

（担当：管財課財産係）

若者世代の移住や定住促進を目的に、市が

所有する未利用地を住宅分譲地として整備・

販売を行います。

 整備予定区画数：１６区画

移住定住支援事業 ５，３０８万円

（担当：定住戦略室定住戦略係）

移住定住促進事業

移住ガイドブック等を作成し、首都圏で開催される移住フェアなどで配布するとともに、

子育て支援策や市の魅力についての動画などを制作し、市外へ発信します。

また、移住相談者に対して、移住支援員と『くりはら移住定住コンシェルジュ』等の官民

連携によるきめ細かな対応を行い、移住につなげます。

移住定住助成事業

民間賃貸住宅に入居する新婚世帯への家賃助成や、

住宅を取得等（新築・購入・増改築）した転入者等へ

の住宅取得等資金の一部助成、市外の勤務地に遠距離

通勤を行う新規学卒者等への経費の一部助成などを行

い、市外への転出抑制と市内への転入促進を図ります。

空き家活用促進事業

空き家バンク制度を充実させ、空き家の登録情報を

利用希望者に提供します。制度を利用して空き家を取

得等した転入者には、リフォーム工事費の一部を助成

します。

また、栗原での生活を短期間体験していただき、関

係人口の増加や移住につなげるため、移住体験施設を

無料で貸出しします。

財源 県の負担額 １，２２０万円

市の負担額 ４，０８８万円

ウェブ公開中の子育て支援策等ＰＲ動画
「びっくりはらくん」で今すぐ検索！

市内に移り住んだ先輩移住者や移住希望者等
との「さざほざ交流会」の様子

整備予定箇所（志波姫南郷蓬田地区）

整備箇所 
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」 
（２）豊かな心と文化を育み、生涯を通じて学べるまちづくりを目指 

します

 

 

○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

○新 若柳公民館整備事業 ４，１４５万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

文化振興事業 ２，３４５万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

くりはら市民大学の開設 １６９万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

 

地域の生涯学習施設の拠点となっている若柳

公民館の老朽化が進んでいるため、市民が「い

つでも どこでも だれでも」学べる施設とし

て、安心して利用できる公民館を整備するため

実施設計を行います。

整備予定の若柳公民館 

財源 市の負担額 ４，１４５万円

（うち市債[借入金] ３，９３０万円）

優れた文化芸術に触れる機会を提供し、市

民の文化的感性や創造性を育むとともに、心

豊かな活力ある芸術文化の振興を図ります。

〔主な事業〕
小学校芸術鑑賞会、けやきステージ、
劇団四季公演、市民参加型事業

栗原文化会館での小学校芸術鑑賞会

財源 入場券販売収入 ６７５万円

市の負担額 １，６７０万円

日常生活を快適に送ることができるよう、暮らし

や健康などをテーマとし、市民大学を開設します。

学習内容は、市民の皆様が興味を持ち、栗原にい

ながら学びに向かい合えるものとし、専門的な知識

や経験等を有する方に講師を依頼し開催します。

●応募要件 学生を除く１８歳以上の市民

●募集人数 １００名

●講座回数 全７回を予定

気象予報士の斉藤やすのり氏による「天気予報
の楽しみ方」を学ぶ受講生の様子

財源 受講者の負担額 ２０万円

市の負担額 １４９万円

－ 19 －



１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」 
（３）安全・安心なまちづくりを推進します             

災害から市民の生活を守る道路整備 ５億４，７４３万円

（担当：建設課建設係・維持係） 

道路橋の点検を行い点検結果による修繕や

架け替えを行うことで、道路橋の長寿命化を 

図り市民の安全な生活環境を守ります。

○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

○新 民間建築物吹付けアスベスト含有調査除

去等助成事業 ３５０万円

（担当：建築住宅課建築係）

建物所有者等が行う吹付けアスベスト含

有調査費用に対する助成を行い、安全な生活

環境の形成を支援します。

〔助成内容〕

○吹付けアスベスト含有調査

調査費用の１００％（上限２５万円）

財源 国の負担額 ３５０万円

自主防災組織活動支援事業 ４５０万円

（担当：危機対策課防災係）

自主防災組織が行う防災訓練や講習会な

どに要する経費の２/３（上限３万円）を

助成します。

耐震診断・耐震改修工事促進助成事業 ２，６２０万円

（担当：建築住宅課建築係）

近い将来発生するかもしれない大地震に備え、昭和５６年以前に建築された木造住宅に対し

て、耐震診断士を派遣し、耐震診断並びに改修設計を行います。さらに、診断に基づいた耐震

改修工事に対し助成を行い、安全・安心な居住環境の確保を支援します。

○木造住宅耐震診断助成事業

耐震診断士の派遣、診断、設計の支援

○木造住宅耐震改修工事促進助成事業

木造住宅の耐震改修工事への助成

財源 国の負担額 １，２１０万円

県の負担額 ６０５万円

市の負担額 ８０５万円

橋りょう長寿命化対策事業（栗駒地区：御駒橋）

《若柳・志波姫》大林線（（仮称）栗原東大橋）

《瀬峰》小深沢大鰐谷線

《全市》市道・橋りょう長寿命化対策事業

財源 国の負担額 ２億１，２７３万円

市の負担額 ３億３，４７０万円

（うち市債［借入金］２億９，８３０万円）

災害に備え訓練する高清水九区自治会自主防災会
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」 
（３）安全・安心なまちづくりを推進します

犯罪の抑止を図り、安全で安心して暮ら

せるまちづくりを推進するため、防犯カメ

ラを設置します。

防犯カメラ設置事業 ４４０万円

（担当：危機対策課防災係）

消費生活相談窓口設置事業 ５０５万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

契約トラブルや悪質商法等、多様化・複

雑化する消費生活相談に対応するため、専

門知識を有する相談員を配置し、相談に応

じます。

〔相談窓口〕

月曜日～金曜日 午前９時～午後４時

（祝日・年末年始除く）

専用電話 ０２２８-２２-１５０１

「栗原市防災の日」栗原市総合防災訓練

４７４万円

（担当：危機対策課防災係）

災害での経験と記憶を後世に伝え、大規

模自然災害についての認識を深めるととも

に、災害に対する備えの充実と強化を図り、

災害時の被害を軽減させるため、栗原市総

合防災訓練を実施します。

 

 

交通安全施設及び防犯灯整備事業

１，２８０万円

（担当：危機対策課防災係）

交通事故防止及び夜間における犯罪抑止

のため、市内のカーブミラーやガードレー

ル、道路表示、防犯灯などを整備します。

見えにくくなった道路表示の整備

平成３０年度総合防災訓練の様子

○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

財源 県の負担額 １２０万円

市の負担額 ３２０万円

消防団装備充実強化事業 １，１１１万円

（担当：消防本部総務課総務係）

消防団員の災害現場における活動時の安

全性と機動性の向上を目的として、防塵マ

スク、防塵メガネ、トランシーバー、消防

用ホースを購入します。

財源 県の負担額 ３７０万円

市の負担額 ７４１万円

財源 県の負担額 ４９１万円

市の負担額 １４万円
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 小学校入学支援事業 ３３３万円

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

子育て家庭における経済的負担の軽減を

図るため、市内に住所のある第３子以降の子

どもが小学校へ入学する際に購入した学用

品等の費用の一部を助成します。

【制度概要】

助成額：上限額３万円

（子ども１人あたり）

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します

○新 若柳地区幼保一体施設整備事業 １，８１２万円

（担当：教育総務課教育環境係）

財源 市の負担額 １，８１２万円

（うち市債[借入金] １, ７２０万円）

財源 県の負担額 １６６万円

市の負担額      １６７万円

すこやか子育て支援金支給事業 １，９５１万円
（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

少子化対策及び子育て世代の定住促進を目的に、出生祝金及び入学祝金を支給します。

■出生祝金 第１子、第２子 ２万円

第３子 ５万円

第４子 １０万円

第５子以降 ２０万円

■入学祝金 第３子以降 １０万円

財源 市の負担額 １，９５１万円

（うち市債[借入金] １，４００万円）

母子保健健康診査事業 ６，１２０万円

（担当：健康推進課保健指導係）

健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産

できるように妊婦一般健康診査１４回分、

多胎妊娠では２０回分の助成を行います。

また、乳幼児健診は２か月児から３歳児

までのお子さんの病気の有無や成長発達

の確認・育児の相談を医師、歯科医師、保

健師等の専門職が行います。

若柳地区の幼稚園と若柳川北保育所、若

柳川南保育所の施設を市の幼保一体施設

整備方針に基づいて整備するため、建設予

定地の測量及び造成設計を行います。

育児相談の様子

幼保一体施設として整備される若柳川北保育所
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記） 

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します     

任意予防接種事業 ５，０７９万円

（担当：健康推進課健康推進係）

疾病の重症化や蔓延を防ぐため、乳幼児

を対象としたロタウイルス、おたふくかぜ、

中学生までを対象としたインフルエンザの

３種の任意予防接種費用の全額を助成しま

す。

財源 市の負担額 ５，０７９万円

（うち市債[借入金] ３，３００万円）

子育て応援医療費助成事業 ２億５，５４０万円

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

財源 県の負担額

宝くじ助成金

市の負担額

（うち市債［借入金］

０歳から１８歳までの適正な受診機会

の確保と子育て家庭における経済的負担

の軽減を図るため、入院及び通院に係る医

療費のうち、保険診療分の自己負担額を全

額助成します。

特別保育事業（一時、延長、病後児）
３，０９５万円

（担当：子育て支援課保育サービス係）

保護者の多様なニーズに対応するため、特

別保育を実施します。 

一時保育

保護者の就労や出産、家族の介護などの理

由により一時的に保育できない場合、市内

１０か所の保育所で、一時的にお子さんを預

かる事業を実施します。

延長保育

保護者の勤務形態の多様化に対応するた

め、保育所に入所中のお子さんを対象とし

て、午前７時から午前７時３０分まで、午後

６時３０分から午後７時まで、時間を延長し

て保育を実施します。

病後児保育

病気や外傷の回復期にあるお子さんを一

時的に預かる事業を実施します。

財源 国の負担額 ５８９万円

県の負担額 ５８９万円

利用者の負担額 ２４９万円

市の負担額 １，６６８万円

医療機関での予防接種の様子

４，２６７万円

１，３００万円

１億９，９７３万円

１億４，１１０万円）
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

□拡 放課後健全育成事業
（放課後児童クラブの施設整備）

１億１，２３７万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

 

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します

幼稚園預かり保育事業
１億１，５４５万円

（担当：学校教育課学務係）

保護者の就労や出産、家族の介護などの理

由により、幼稚園の教育時間外や土曜日にお

いても保育が必要な園児を対象として、市内

全ての幼稚園で預かり保育を実施します。

財源 国の負担額 ３，９３４万円

県の負担額 ３，９３４万円

利用者の負担額 ２，１４３万円

市の負担額 １，５３４万円

（うち市債[借入金] ５００万円）

幼稚園の預かり保育の様子

児童が安心して過ごせるよう、利用者が増

加し教室が不足している築館放課後児童ク

ラブの増築と、他の施設の一部を利用して開

所している鶯沢放課後児童クラブの建設を

行います。

財源 国・県の負担額 ６，８７５万円

市の負担額    ４，３６２万円

（うち市債[借入金] ３，９４０万円）

放課後健全育成事業（放課後児童クラブ） １億９，９３１万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

【実施期間】

４月１日～３月３１日（日曜日、年末年始等を除く）

【実施時間】

平日（登校日） ・・・・・ 午後６時午後１時３０分～ ３０分

土曜日・長期休業日等 ・・ 午後６時午前７時３０分～ ３０分

財源 国・県の負担額 １０，８４１万円

利用者の負担額 ２，８７５万円

 市の負担額 ６，２１５万円

増築する築館放課後児童クラブ

他施設を利用中の鶯沢放課後児童クラブ

放課後児童クラブの活動の様子

就労等により昼間保護者が家にいない児童（小学生）を対象に、安心して過ごせる生活や遊び

の場を提供し、児童の健全な育成を図るため、市内全域で放課後児童クラブを実施します。
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します

学校ＩＣＴ環境推進事業
１億５，９０６万円

（担当：学校教育課学務係）

タブレット端末を使い、学習内容をより

理解できる「分かる授業」を行い、「確かな

学力」の育成を図ります。

タブレット端末を使った授業の様子

語学指導を行う外国青年招致事業
３，５７０万円

（担当：学校教育課指導係）

外国語指導助手(ＡＬＴ)を市内全中学校に

配置し、英語教育を推進するとともに、地域

交流等を行います。

また、市内小学校における英語活動の導入

や、留学生との交流を通じた生きた英語教育

を実践します。

 財源 市の負担額 ３，５７０万円

[借入金] ２，１００万円）

青空大使派遣事業 ７１５万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

市内の中学２年生１６人をオーストラリア

へ派遣し、現地生徒との交流やホームステイ

などを通し、自主性や協調性を育み、異文化

に触れ、国際感覚豊かな人材を育成します。

財源 参加者の負担額 １４４万円

市の負担額 ５７１万円

幼稚園給食費補助制度 ２，１９３万円

（担当：学校教育課学務係）

 
 
 
 
 

財源 国の負担額 １６１万円

県の負担額 １６１万円

市の負担額 １，８７１万円

保護者の経済的負担を軽減するため、幼稚

園に同時入園している兄弟姉妹のうち２人

目以降の園児や、所得が一定基準以下の世帯

の園児の給食費を補助します。

現地交流校での授業体験の様子

（うち市債
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

（３）人とつながり、支え合い、 

互いに高め合う子どもを育てる環境を目指します

           

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します 

全国学力トップクラスの秋田県に学ぶ
教員派遣事業 ３３３万円

（担当：学校教育課学務係）

教員の指導力向上と児童生徒の学力向

上を目的として、学力向上に成果を上げて

いる秋田県大仙市へ小・中学校の教員を派

遣します。

派遣教員による、研修の成果を市内の各

学校へ普及させ、児童生徒の更なる学力向

上を図ります。

学府くりはら教員等配置事業
(少人数学級推進事業) ６，０４６万円

（担当：学校教育課学務係）

市独自に小・中学校の教員を採用して、

３５人学級を編成し、きめ細かな教育活動を

行うことで、児童生徒の学習習慣や生活習慣

の定着を図ります。

 

財源  市の負担額 ６，０４６万円

（うち市債[借入金] ４，５００万円）

○新 子どもの心のケアハウス事業
１，６７７万円

（担当：学校教育課指導係）

不登校傾向にある児童生徒への初期対応

や不登校にある児童生徒への自立支援を、

学校や適応指導教室（けやき教室）及び関

係機関と連携して行います。 

 

財源 県の負担額 １，６５７万円

市の負担額 ２０万円

□拡 学校施設トイレ改修事業 ９，０６８万円

（担当：教育総務課教育環境係）

 

改修前の和式トイレ 改修後の洋式トイレ

財源 国の負担額 ２，７９２万円

市の負担額 ６，２７６万円

（うち市債[借入金] ５，９５０万円）

児童生徒が利用しやすい環境づく

りと衛生面の向上を図るため、洋式

率が低い小中学校の和式トイレを洋

式トイレに改修します。

スクールバス運行事業

７億７，４１９万円

（担当：学校教育課学務係）

遠距離通学となる園児・児童生徒に対する

通学支援と安全確保を図るため、スクールバ

スを運行します。

財源 国の負担額 １，７１９万円

市の負担額 ７億５，７００万円
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

 

 

 
 

 

障がい者地域生活支援事業 １億１，６０５万円

（担当：社会福祉課障害福祉係）

訪問入浴サービス事業

自宅での入浴が困難な身体障がい者（児）の方に、訪問による入浴等の支援を行います。

相談支援事業

障がい者の方やその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供を行います。

自動車運転免許取得費･改造費助成事業

障がい者の方の社会参加を推進するため、自動車免許の取得費や自動車の改造費を助成します。

移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい者（児）の方に、外出する際の支援を行います。

成年後見制度利用支援事業

判断能力が十分でない障がい者の方が、安心して日常生活を送ることができるよう、適切な援

護者を選び、本人を保護するための支援を行います。

コミュニケーション支援事業

言語による意思の疎通を図ることに支障がある障がい者の方に、手話通訳者や要約筆記者を派

遣するなどの支援を行います。

日中一時支援事業

障がい者（児）の方に日中の活動の場を提供するとと

もに、家族の就労支援、介護の負担軽減を図るため、一

時的な見守りの支援を行います。

日常生活用具給付事業

障がい者（児）の方の日常生活を支援するために、ス

トーマ装具や杖などの日常生活用具を給付します。

社会復帰施設運営事業

在宅の障がい者の方の社会復帰を促進するため、通所に

よる作業指導や生活訓練等の支援を行います。

３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります

○新  風しん予防対策事業 １，１９４万円

（担当：健康推進課健康推進係）

風しんが急増した状況を踏まえ、市民の安

全安心な暮らしを確保するため、風しんの抗

体検査と予防接種を無料で実施する予防対策

事業を実施し、感染の拡大防止を図ります。

健康診査事業 ２億８３５万円

（担当：健康推進課健康推進係）

市民の健康保持や病気の早期発見のため、各

種健康診査・がん検診等により健康管理に対す

る支援を行います。

財源 国の負担額 ２，５６６万円 県の負担額 １，２８３万円 市の負担額 ７，７５６万円

財源 国の負担額 １５万円

県の負担額 １７１万円

利用者等の負担額 ４，６６８万円

市の負担額 １億５，９８１万円

財源 国の負担額 ４０６万円

市の負担額 ７８８万円

日中一時支援事業の様子

－ 27 －



○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

 

 

 

 

（３）市民が安心して暮らせるための地域医療を守ります

○新 産婦人科小児科医院開設助成事業

（担当：健康推進課健康推進係）

市民が地域で安心して子どもを産み育てる環境

を整備するため、市内に産婦人科及び小児科医療

施設を開設しようとする医師等に対し、開設に要

する経費の１/２の範囲内で上限１億円を助成し

ます。

（２）高齢者が生きがいを持ち、互いに支え合うまちを目指します

３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります

いのちを守る総合対策事業 １億２４１万円

（担当：社会福祉課社会福祉係 健康推進課保健指導係）

自殺防止を目的としたキャンペーンや講演会の実施、相談窓口の啓発・周知、多重債務専用の電話

相談や弁護士相談、栗原市のぞみローンによる資金融資などの自殺防止対策に取り組みます。

〔多重債務相談窓口〕

月曜日～金曜日 午前９時～午後５時（祝日・年末年始除く）

専用電話 ０２２８-４２-３７７８

□拡 おとなの居場所づくり事業 ６８万円

（担当：社会福祉課社会福祉係）

住み慣れた地域において、健康でいきいきとした生活を送るために、市民等が主体となり、高齢

者を中心とした様々な世代の市民が気軽に集まり交流することができる身近なスペースを活用し

た居場所づくりを、モデル事業として市内１ケ所で実施します。

８０万円

（担当：介護福祉課介護保険係）

安定した介護サービスの提供、介護人材の確

保と定着を図ることを目的に、介護福祉士の資

格を取得し、市内の介護サービス事業所に新た

に就職する方に対して、就職支援金を助成しま

す。

助成金 ４０万円（１人１回限り）

介護人材確保・定着事業 ３４８万円

（担当：介護福祉課介護保険係）

介護人材確保、介護職員の資質向上と介護保

険サービスの安定供給に資することを目的に、

市内の介護サービス事業所に従事している方

が受講する介護職員初任者研修、または実務者

研修の受講料を助成します。 

また、介護職員のスキルアップを図るため

に、研修会を実施します。

初任者研修受講料 限度額１０万円/件

実務者研修受講料 限度額２０万円/件

介護福祉士就職支援金助成事業

〔新制度創設〕
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記） 

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」 

（１）持続可能な農林業の育成と栗原ブランドの確立に取り組みます

○新 環境保全型農業推進事業 ２７万円

（担当：農業政策課農政企画係）

栗原の地域性を生かした有機農業の推進

により、安全・安心、良食味の有機農産物の

生産と栗原産有機農産物のブランド化を図

り、農村地域の活性化を図るため、「（仮称）

栗原市有機農業推進計画」を策定します。

○新 地域農業を担う営農支援事業 ５００万円

（担当：農業政策課農業政策推進係）

水稲栽培用の機械を、共同（３戸以上）で

購入し、利用する場合に助成します。

【対象機械】

トラクター、田植機、コンバイン、乾燥機

等で３０万円以上の機械

【補 助 率】

購入経費（税抜き）の２/１０以内で、

上限額５０万円

○新 栗原の美しい森林（もり）再生事業   

２，１００万円

（担当：農林畜産課林業振興係）

適切な管理が行われていなかった私有林

（人工林）の森林管理を推進し、栗原の森

林の維持と再生を図る事業を行います。

市内の森林の様子

○新 全国和牛能力共進会対策事業 ５０万円

（担当：農林畜産課畜産振興係）

５年に一度開催される全国和牛能力共進会

に、栗原市から多く出品できるように先進地

視察研修への参加助成をします。

第11回宮城大会審査の様子

○新 １０億１，１８３万円

（担当：農林畜産課畜産振興係）

財源 国の負担額 １０億１，１８３万円

畜産クラスター事業

飼養規模の拡大と飼育管理の改善を行う

ため、国庫補助を活用し、養豚施設の整備

を行う事業に対し助成します。
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（１）持続可能な農林業の育成と栗原ブランドの確立に取り組みます

県営ほ場整備事業等負担金 ６，３１８万円 

（担当：農村整備課計画調整係）

地域で描いた将来の営農構想を実現する

ため、担い手の育成を図るとともに、農地 

の集積を促進し、ほ場の大区画化、用排水 

施設、農道等の整備を行います。

ほ場整備事業 １３地区

≪若 柳≫ 川北地区

川北２期地区

伊豆沼２工区地区

大目地区

≪若柳・志波姫≫ 沼田・八木地区

≪栗駒・鶯沢≫ 稲屋敷・袋地区

≪高清水≫ 東田地区

≪瀬 峰≫ 大里地区

迫第４地区

藤田地区

瀬峰地区

≪金 成≫ 津久毛地区

≪志波姫≫ 上沼地区

調査事業 １地区 

≪若 柳≫ 上畑岡地区

林道整備事業     １億２，８４６万円 

（担当：農村整備課農地整備係）

 

林道開設事業 １路線 

≪花 山≫ 権現堂線

林道整備事業  ２路線 

≪栗駒・花山≫ 花山～文字線

≪鶯 沢≫ 大土森線

くりはら和牛の郷づくり支援強化事業 ２，０００万円

（担当：農林畜産課畜産振興係）

和牛資源の確保と産地づくりを支援するため、

栗原市内で生産された優秀な繁殖素牛や肥育素牛

を、みやぎ総合家畜市場から導入した場合に補助

金を交付します。

また、父牛が栗原産の宮城県基幹種雄牛の場合

は、補助金を増額し市内保留確保を強化します。

宮城県基幹種雄牛「茂 福 久
しげふくひさ

号」

整備が進む林道権現堂線（花山）

財源 県の負担額 ３，７９２万円

市の負担額 ９，０５４万円

（うち市債[借入金] ６，１４０万円）

　森林整備の促進を図るため林道を開設

するとともに、既設林道の路面舗装整備や

幅の狭い箇所の改修整備を行い、安全な

通行を確保します。
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（１）持続可能な農林業の育成と栗原ブランドの確立に取り組みます

 多面的機能支払交付金事業 ３億９，８３３万円

（担当：農業政策課農業政策推進係）

農業・農村が有している国土の保全、資源かん養、景観の形成などの多面的機能の維持・

発揮を図るため、日頃、地域の皆さんが行っている農地等の保全管理のための共同活動に

対して支援します。多面的機能支払交付金は、下記の２つの交付金から構成されています。

（１）農地維持支払交付金

○地域資源の基礎的な保全活動

水路・農道の草刈り、泥上げ等の基礎的な保全活動

（２）資源向上支払交付金

○地域の質的向上を図る共同活動

水路・農道などの軽微な補修や植栽による景観形成、

生き物調査などの農村環境の保全活動

財源

国・県の負担額

２億９，８７４万円

市の負担額

９，９５９万円

□拡 野生鳥獣対策事業 １，７０８万円

（担当：農林畜産課林業振興係）

野生鳥獣による農林水産業等被害や人的被害

を防止するため、鳥獣被害対策実施隊による有

害鳥獣の計画的な捕獲や、捕獲用わなの購入、

「情報通信技術（ＩＣＴ）」を活用した捕獲実証

事業などを行います。

また、被害防止のため、電気柵等の防護柵を

設置した方に対し、購入費用を助成します。

さらに、鳥獣被害対策実施隊員を確保するた

め、装備品の貸与や、狩猟免許及び銃所持許可

を取得した方に対する取得費用の助成を行いま

す。

財源 県の負担額 ５０万円

市の負担額 １，６５８万円

被害防止のために設置した電気柵

６次産業推進事業 ６７４万円

（担当：農業政策課

６次産業・ブランド推進係）

・商品開発等：上限１００万円

・施設整備等：上限５００万円

・広告宣伝等：上限１００万円

大学等との連携による地域農業戦略事業
１７６万円

（担当：農業政策課 

６次産業・ブランド推進係）

東北大学大学院農学研究科・栗原市・

栗っこ農業協同組合の３者で連携し、地

域農業に係る講演会や栗原産仙台牛の

ブランド化に向け、市場で高評価を得

ている肉質の成分分析及び飼養マニュ

アルの作成などを共同で研究します。

　農林漁業者の６次産業化を支援する

ため、研修会等の開催や、商品開発・

施設整備・広告宣伝費用の１/２以内

で、下記の金額を上限に助成します。
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○新新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（２）産業育成と企業誘致による産業拠点を形成します

○新 小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）利子補給補助事業 ７０万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

市内小規模事業者の経営の安定と発展を図るため、小規模事業者経営改善資金（マル経融資）

の融資を受けた小規模事業者に対し、利子負担の大きい１年目、２年目の利子額の一部を補助

します。

【制度概要】

利子補給補助率 ０．２６％（マル経融資に係る約定利率１．１１％から０．８５％を減じた率）

○新 移住・就業対策支援事業 ６００万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

東京２３区在住者又は東京２３区への通

勤者が市内に移住しかつ、県が対象とした

中小企業等への就業者に対し、移住支援金

を交付します。
【制度概要】

・移住支援金 １世帯 限度額１００万円

 単身 限度額 ６０万円

財源 県の負担額 ４５０万円

市の負担額 １５０万円 

企業立地投資奨励金 ９億５，８８２万円

企業立地促進奨励金 ９，２６０万円

（担当：産業戦略課企業戦略係）

【企業立地投資奨励金】 

市内に新設・移設・増設する企業に対し、

投資規模と市内在住の新規常時雇用者数に応

じて投資額の１０％～２０％を助成します。

【企業立地促進奨励金】

市内に新設・移設・増設する企業に対し、

投資規模に応じて固定資産税相当額の２/３

～全額を３年間助成します。

ニュービジネスチャレンジ等支援事業

５０５万円

（担当：産業戦略課企業戦略係）

産業の振興と地域の活性化を図るため、

市内で新たに創業する事業者に対し、事務

所等の賃借料や施設改修費等を補助しま

す。また、創業支援につながるセミナーを

開催します。
 
【制度概要】
・賃借料補助（３年間）

補助率１/２、限度額４万円/月
・改修経費補助（１回限り）

補助率１/２、限度額５０万円
・セミナー等参加経費補助 

補助率２/３、限度額２０万円
・創業支援セミナーの開催 

チャレンジショップキーパー支援事業

９３７万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

商店街の空き店舗を活用し出店する中小企

業者に対し、空き店舗の賃借料及び店舗の改

修費を補助します。

【制度概要】

・賃借料補助（３年間）

補助率１/２以内、限度額４万円/月

・改修経費補助（１回限り）

補助率１/２以内、限度額５０万円
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○新新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

道の駅推進事業 ８６９万円

（担当：田園観光課観光プロジェクト係）

平成３０年度に実施した基礎調査結果を受け、運営主体や運営手法、農畜産物等の生産者の

掘り起こし、導入機能など、事業化に向けより具体的な内容を盛り込んだ基本構想を策定しま

す。

 

 

４「地域の特性を生かした 産業や交流が盛んなまち」

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、栗原市を発信します

観光地域づくり推進事業 ５３２万円

（担当：田園観光課観光プロジェクト係）

栗原市の観光を推進していく上での方向性を示す、大綱的な位置づけとする「（仮称）栗原

市観光ビジョン」を策定します。

くりはら田園鉄道公園運営事業 ２，５９５万円

（担当：企画課企画政策係）

栗駒山麓ジオパーク推進事業 ４，８１４万円
（担当：ジオパーク推進室ジオパーク推進係）

楽しく学べる展示室

旧くりはら田園鉄道の資産や沿線ジオ

ラマ等を展示する「くりでんミュージア

ム」、ＫＤ９５などの気動車やレールバイ

クを活用した乗車会及び気動車運転体験

と合わせ、くりでんの魅力を発信し、さ

らなる観光誘客を図ります。

栗駒山麓ジオパークビジターセンタ

ーを活動拠点とし、ジオパーク学習やジ

オパーク講座、ジオツアーの体験等を通

じて栗駒山麓ジオパークの魅力を地域

内外へ発信し、栗駒山麓ジオパーク活動

を推進します。 

くりでん・レールバイクダブル乗車会における貨車の特別運行
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○新新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記） 

台湾との国際交流事業 ７４９万円

（担当：市民協働課地域振興係・教育総務課総務係）

台湾南投市との国際交流事業は、平成２８年

３月に締結した「国際友好交流協定」に基づき、

相互交流を行いながら両市の友好的な関係を築

いてきました。

今年度は市内の中学生が南投市を訪問し、学校

（スポーツ）交流などを行うこととしています。

また、産業交流では、南投市から訪問団が来訪

し、市民レベルでの相互交流を行う予定です。

 

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」 

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、栗原市を発信します 

昨年の若柳中学校での卓球によるスポーツ交流の様子

東京オリンピック事前キャンプ誘致等推進事業 １，４６６万円

（担当：社会教育課スポーツ推進係）

２０２０年に開催される東京オリンピックの

参加有力国に対し、交通アクセスの良さや競技

施設のほか、豊かな自然など栗原の魅力をアピ

ールし、ホッケー競技の事前キャンプ誘致活動

を行います。

昨年開催したホッケー男子３か国親善試合の様子

インバウンド等推進事業 １，３９８万円

（担当：田園観光課観光プロジェクト係）

県際４市町（栗原市、登米市、一関市、平泉町）や

ゆっくりひとめぐり栗駒山麓連絡会議（湯沢市、

栗原市、一関市、東成瀬村）と連携を図り、周遊

観光を目的とした受入環境の整備とプロモーショ

ン事業を展開します。

台北国際旅行博の様子

財源 国の負担額 １，００７万円

市の負担額 ３９１万円

財源 県の負担額 ３５０万円

市の負担額 ３５１万円

参加者の負担額 ４８万円
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

５「市民がまちづくりを楽しめるまち」 

（１）小さなコミュニティを大切にした地域づくりを推進します    

□拡  地域おこし協力隊事業
６，９９１万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

都市圏・地方都市から、地域おこしに

意欲がある人材を積極的に受け入れること

で、柔軟な感性による地域活性化の担い手を

確保し、地域とともに様々な活動を行いなが

ら、自身の起業やその地域への定住・定着を

図ります。

現在、協力隊員が地域と共に活動している業務
○栗駒山麓ジオパーク推進業務

○“くりでん”に関する業務

○花山地区小さな拠点づくり推進及び移住定住推進業務

○栗駒地区「六日町通り商店街 シャッター開ける人！」

〇栗原市農泊推進業務

〇築館地区商店街振興業務

自治会活動事例発表会事業
輝け！おらいのまちづくり大賞発表会

２４３万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

３年に１度、自治会の新たな取組や広域的

な連携のきっかけをつくる場として、自治会

の特色ある取組を紹介する事例発表会を開

催します。

是非、応募下さい。

【 賞及び副賞 】

グランプリ……５００,０００円（１自治会）

準グランプリ…２５０,０００円（１自治会）

優秀賞…………１５０,０００円（２自治会）

参加賞………… １０,０００円（応募自治会）

住民自治活動推進・活動助成事業 ９，３３３万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

地域コミュニティ組織（自治会、コミュニティ推進協議会）の自立的な地域活動を支援し、地域コミュ

ニティの形成を図るため、コミュニティ組織一括交付金を交付します。

コミュニティ組織一括交付金は、できるだけ地域の裁量で自由に活用できる交付金として、コミュ

ニティ組織運営や敬老事業のほか、地域の創意工夫ある独自の取り組みなどに交付し、地域と行

政が互いにパートナーシップを築きながら協働によるまちづくりの推進を目指します。

自治会発表会の様子

平成３０年度地域おこし協力隊の皆さん
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

各証明書等コンビニ交付サービス事業
６８３万円

（担当：市民課市民係）

個人番号カード（マイナンバーカード）を利

用して全国のコンビニエンスストアで各種証

明書等が取得できる事業により市民サービス

の向上を図ります。

〔交付対象証明書〕

①住民票の写し（除票を除く）

②印鑑登録証明書

③戸籍謄・抄本（除籍を除く）

④戸籍の附票の写し（除票を除く）

⑤所得課税証明書（現年度分）

５「市民がまちづくりを楽しめるまち」

（２）市民が自ら行うまちづくり活動を支援します

地域集会施設新築改築修繕事業 １億５,１８３万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

地域コミュニティの自主性、各種事業の活性化を推進するため、拠点となる集会施設の

新築・改築・修繕補修等の整備に対して補助を行います。

今年度は４地区７施設の改築と、５地区１０施設の修繕補修を予定しています。

 

栗原市公共施設等総合管理計画の推進
３８９万円

（担当：管財課財産係）

平成２８年度に策定した、栗原市公共施

設等総合管理計画では、４０年間の長期に

わたる計画として、将来の人口や税収の減

少などを踏まえて、市全体の公共施設管理

方針を策定しました。

この計画を推進するため、平成３１年度

に、施設ごとの整備方針や方向性を検討

し、結果を取りまとめて、公共施設最適化

計画を策定します。

施設概観 ホール

ホール

調理室

調理室施設概観

財源 利用者の負担額 ２５万円

市の負担額 ６５８万円

●「築館伊豆一区会館」（平成３０年度事業）

●「若柳下在生活センター」（平成３０年度事業）

（３）市民満足度を重視した効率的な行政サービスを行います
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○新＝新規事業  □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

放射性物質測定事業 ３７４万円

（担当：農林畜産課林業振興係、学校教育課学務係）

放射能に対する不安を払拭するため、学校給食や有機センターの肥料の放射線量を測定し

ます。

 

 

 

 

 

６ 重点「放射能対策プロジェクト」 

放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち

原子力災害健康不安対策事業 ３７５万円

（担当：健康推進課健康推進係）

ホールボディカウンタ（体内の放射性物質か

ら放出される放射線量を計測する装置）で、希

望する市民を対象に放射性物質内部被ばく線量

測定を行い、内部被ばくに対する健康不安を解

消します。

 放射性物質吸収抑制対策事業 １６８万円

（担当：農林畜産課農産園芸係）

農家が安心して生産に取り組める体制を構築

するため、放射性物質の吸収抑制対策として、

農家へ「塩化カリ」の配布を支援します。

○塩化カリ配布

そば： ４０ha（４０kg/１０a）

財源 県の負担額 １５２万円

市の負担額 １６万円

安全・安心な生産のため「塩化カリ」を散布

学校給食の測定の様子

ホールボディカウンタによる測定の様子

有機センターでの検体採取の様子
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

７ 特別会計・事業会計予算の主な事業 

           

地域包括ケアシステム構築事業
２億４５１万円

（介護保険特別会計）

（担当：介護福祉課認定調査係）

市内５か所に地域包括支援センターを設

置し、介護・福祉・保健・医療に関する総

合的な相談業務や必要なサービス調整を行

います。また、高齢者が可能な限り住み慣

れた地域で安心して暮らせるよう在宅医

療・介護の連携や地域ケア会議の充実、高

齢者を地域で支え合うことができる地域づ

くりの促進に資する事業を実施します。

水道施設整備事業 １億７,８０３万円
（水道事業会計）

（担当：施設課施設整備係）

水道水を安定して供給するため、古くなっ

た水道管を更新するほか、施設を効率的に運

用するため、施設の統廃合を進めます。

また、下水道・道路改良の工事に伴う水道

管の布設替工事を行います。

公共下水道未普及解消事業
５億２,２８１万円

（下水道事業特別会計）

（担当：施設課施設整備係）

湖沼や水路などの自然環境を守り、生活の

快適性向上を目的に、汚水を処理する管路や

施設等を整備します。

〈事業内容〉

下水道管渠布設工事 Ｌ＝３,０６２ｍ

舗装本復旧工事 Ａ＝１５,９００㎡

公共ます設置 １２７箇所

石綿セメント管更新事業  １億１,０００万円
（水道事業会計）

（担当：施設課施設整備係）

水道水を安定して供給するため、老朽化した

石綿セメント管を、耐震性の高い丈夫な材質の

管に更新する工事を行います。

〈事業内容〉

水道管布設工事 Ｌ＝１,３０５ｍ

介護予防・生活支援サービス事業
２億１，５８７万円

（介護保険特別会計）

（担当：介護福祉課認定調査係）

要支援認定者等に対し、身体機能の維持・

向上、介護予防及び自立支援に資することを

目的に、地域包括支援センター等が作成した

ケアプランに基づき、指定した事業所などに

おいて訪問型サービスや通所型サービスの提

供を行います。また、地域の身近な場所で高

齢者自らが主体となり、介護予防の取組みを

継続して実践できるよう「くりはら元気アッ

プ体操」の普及推進を図ります。

くりはら元気アップ体操交流会の様子
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○新＝新規事業 □拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

７ 特別会計・事業会計予算の主な事業

          

公共下水道事業 ７,８７７万円
（下水道事業特別会計）

（担当：施設課施設管理係）

排水設備設置工事費助成事業
１５７万円

（下水道事業特別会計・  
農業集落排水事業特別会計）

 （担当：施設課給排水係）

合併処理浄化槽事業（市設置型･個人設置型）
１億５,６７２万円

（合併処理浄化槽事業特別会計）

（担当：施設課給排水係・施設整備係）

【市設置型浄化槽】

 公共下水道事業・農業集落排水事業が計画さ

れていない区域を対象に、申請に基づき市が浄

化槽の設置と維持管理を行います。

【個人設置型浄化槽】

公共下水道事業の計画区域内で、下水道が当

分の間整備されない区域について、個人が設置

する浄化槽に対して、設置費用の一部を助成し

ます。

合併処理浄化槽設置工事の様子

医療機器整備事業６億４，２３１万円
（病院事業会計）

（担当：医療管理課経営管理係）

医療の充実とサービス向上を図るた

め、市立３病院の医療機器の更新等を行

います。

　下水道施設の老朽化などによる機器

の故障や機能停止、事故の発生を未然

に防止するために、機器のオーバーホー

ルなどで延命化を図り、効率的な施設

管理を行います。

　宅地面積が広いために公共汚水ます

までの距離が遠く、工事費がかさむ方を

対象に、個人が設置した排水管のうち、

長さが２０ｍを超える部分に対し、１ｍ

当たり３,０００円(上限２０万円)を助成

します。

更新予定のＣＴスキャナ（栗原中央病院）
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乗合デマンド 

交通って？ 

登 録 料 年額 1,000 円（有効期間：登録した日から 1 年間）

申 込 先 利用する地区の運行事業者

まずは、 

利用者登録を‼ 

利用の際は 

電話予約を‼

・予約から到着までの例（予約の電話は利用する地区の運行事業者まで）

① 登録番号●●の栗原花子です。●日の第●便で●●拠点（病院等）まで。

② 登録番号●●の栗原花子さんですね。●日●便の予約を受け付けました。

③ 自宅または拠点に迎えに行きます。名前と目的地を伝えてください。

④ 目的地に到着したら、運賃 300 円をお支払いのうえ降車してください。

栗原市民バスは次の路線（区域）で運行します。

2019年4月から栗原市の公共交通が変わります

運行事業者

Ａさんのお宅 Ｂさんのお宅

予約 目的地（拠点）

電話予約

予約受付

乗　　車

到　　着

（受付中）  

・乗合デマンド交通を利用する方は、あらかじめ利用登録が必要です。指定の「利

用登録申請書」に必要事項を記入し、運行事業者に登録料を添えて申し込んでく

ださい。

※利用者登録申請書は、運行事業者、各総合支所窓口に備え付けてあります。 

（市ホームページからもダウンロードできます。） 

■広域路線（路線バス：4 路線） 

■栗原市と市外を結ぶ路線です。 

■運賃は片道 100 円（小学生以下無

料、障がい者の方は半額）です。 

■市内連携路線（路線バス：8 路線）

■市内の各地区と市外への交通結節

点を連携する路線です。 

■運賃は片道 100 円（小学生以下無

料、障がい者の方は半額）です。 

■地域内路線

（乗合デマンド交通：16 区域）

■それぞれの地区内を乗合デマン

ド交通で運行します。 

■運賃は片道 300 円（未就学児無

料、小中高生は片道 100 円、障

がい者の方は半額）です。 

※各地区の運行事業者や運行時刻は、毎戸配布している市民バス時刻表（２月配

布）及び乗合デマンド交通拠点一覧（３月配布）をご覧ください。

・乗合デマンド交通は、事前に予約した利用者の自宅から地区内の拠点までを運行します。

・同じ便に複数の予約がある場合は、利用者の自宅を経由して地区内の拠点へ向かいます。

問い合わせ先 

 市民協働課地域振興係

 ℡0228-22-1164
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「栗原市のお金の出所
で ど こ ろ

と使い道」

（栗原市予算概要）

この予算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。

◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

議会事務局 22-1170 経営課 42-1130 市民サービス課 22-1111

施設課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局

人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所

財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121

管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126

税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画課 22-1125 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137

　定住戦略室 22-1125 栗駒・鶯沢教育センター 45-2225

  くりはら田園鉄道公園 24-7961 教育部

22-1126 教育総務課 42-3511 高清水総合支所

市民協働課 22-1164 学校教育課 42-3512 市民サービス課 58-2111

社会教育課 42-3514 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

市民生活部 文化財保護課 42-3515

市民課 22-3211 一迫総合支所

環境課 22-3350 栗原文化会館 23-1234 市民サービス課 52-2111

52-3080 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山保健推進室 52-2130

　くりはら斎苑 22-4121 図書館 21-1403 一迫・花山教育センター 52-2115

　衛生センター 33-2301

福祉事務所 22-1340 消防本部 瀬峰総合支所

社会福祉課 22-1340 総務課 22-1191 市民サービス課 38-2111

　はげまし学園 22-1623 警防課 22-8510 瀬峰・高清水教育センター 38-2127

22-1350 予防課 22-1192

子育て支援課 22-2360 栗原消防署 22-8511 鶯沢総合支所

健康推進課 22-0370 　東分署 32-2621 市民サービス課 55-2111

　北分署 45-2109

農林振興部 　南出張所 59-2119 金成総合支所

農業政策課 22-1135 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

農林畜産課 22-1136 萩野出張所 44-2001

農村整備課 22-1138 会計課 22-1143

放射性廃棄物等対策室 22-1172 検査室 22-1160 志波姫総合支所

市民サービス課 25-3111

商工観光部 選挙管理委員会事務局 22-1122

産業戦略課 22-1220 花山総合支所

22-1151 監査委員事務局 42-1120 市民サービス課 56-2111

　細倉マインパーク 55-3215

ジオパーク推進室 24-8836 農業委員会事務局 42-1239

建設部

建設課 22-1152

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。
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